
セールスパートナーコンテンツ利用規約 

株式会社セールスパートナー 

 

第１条（本サービスの内容） 

「セールスパートナーコンテンツ」（以下「本サービス」といいます。）は、株式会社セ

ールスパートナー（以下「当社」といいます。）がお客様に対し、「セールスパートナーコン

テンツ利用規約」（以下「本規約」といいます。）に基づき提供するサービスをいいます。尚、

本サービスの詳細は別紙に定めるものとします。 

 

第２条（本サービスの利用） 

本サービスの利用を希望するお客様は、以下事項を確認・同意の上、当社の定める方法

により本サービスを利用するための登録（以下「利用登録」といいます。）を行うものとし

ます。尚、利用登録を完了させ、当社が承諾した お客様を「本サービス利用者」といいま

す。 

①本規約の内容。 

②本サービスの利用にあたり、本規約以外の契約約款（以下総称して「追加約款」とい

います。）が適用される場合があることと、その内容。なお、追加約款の適用がある

場合は、その内容を別紙にて定めます。 

③本規約（追加約款を含みます。）の内容が、次条で定める利用契約の内容となること。 

 

第３条（利用料金） 

１．本サービスの利用料金（以下「本料金」といいます。）は、別紙 1に定める料金としま

す。 

２．本サービス利用者は、本料金を、携帯電話通信事業者による携帯電話の料金との合算請

求、クレジットカード決済、又は金融機関による口座振替等等当社が定める方法にて、

当社が指定する期日までに支払うものとします。 

３．本サービス利用者が月の途中で本サービスに申込む場合、及び、月の途中で本サービス

に関する利用契約（以下「利用契約」といいます。）が終了した場合、当該月の本料金

の日割り計算は行われないものとします。 

４．本サービス利用者が当社に対して支払った一切の料金は返還されないものとします。 

５．本サービス利用者は、理由の如何を問わず利用契約が終了した場合、当社に対する一切

の債務を、利用契約が終了した日の属する月の翌月末日までに当社に対し弁済するも

のとします。 

 

第４条（遅延損害金） 

当社は、本サービス利用者が利用契約に基づく料金その他の債務の支払を遅延したとき

は、本サービス利用者に対し支払期日の翌日から完済に至るまで、年率 14.6％の割合（年

当たりの割合は、平年に属する日については 365日当たりの割合とし、閏年に属する日に

ついては 366 日当たりの割合とします。)による遅延損害金を請求することができるもの

とします。但し、法令による制限等がある場合は当該規定に従うものとします。 

 

第５条（お問い合せ） 

本サービス利用者は、当社に対して本サービスに関する問い合せを行う場合、当社の定

める方法により当社に対して連絡をするものとします。 

 

第６条（本サービス・規約の変更） 



１．当社は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必要が生じたときに、民法第 548条

の 4の規定に基づき本規約の内容を変更することがあります。この場合、本サービス利

用者は本料金その他提供条件において、変更後の規約の適用を受けるものとします。 

２．当社は、本規約の変更を行うときは、変更を行う旨及び変更後の規約の内容並びにその

効力発生時期を、効力発生時期が到来するまでに当社 Web サイトへの掲載その他第 10

条で定める方法により、本サービス利用者に対して通知します。 

 

第７条（禁止事項） 

本サービス利用者は、本サービスを利用するにあたり、以下の各号に定める行為を行っ

てはならないものとします。 

① 第三者又は当社の著作権、商標権、その他の権利を侵害する行為、又は侵害する

おそれのある行為。 

② 第三者又は当社の財産若しくはプライバシーを侵害する行為、又は侵害するおそ

れのある行為。 

③ 第三者又は当社の名誉、信用を毀損し、又は誹謗中傷する行為。 

④ 第三者又は当社に不利益若しくは損害を与える行為、又はそのおそれのある行

為。 

⑤ 関係法令若しくは公序良俗に反する行為若しくはそのおそれのある行為。 

⑥ 申込に当たって虚偽の事項を記載する行為。 

⑦ 本サービスに関連するデータの不正な改ざん、ソフトウェアやアプリケーション

等の改変、逆アセンブル、逆コンパイル及びリバースエンジニアリング、並びに

これらに類する全ての行為及びこれらにより本サービスを不正に利用する行為。 

⑧ 受信者の同意を得ることなく、広告宣伝又は勧誘のメールを送信する行為。 

⑨ 受信者の同意を得ることなく、受信者が嫌悪感を抱く、又はそのおそれのあるメ

ールを送信する行為。 

⑩ 利益目的で自己の事業において利用する行為。 

⑪ 他人になりすまして各種サービスを利用する行為。 

⑫ 猥褻、虐待等、児童及び青少年に悪影響を及ぼす情報、画像、音声、文字、文書

等を送信、記載又は掲載する行為。 

⑬ 無限連鎖講（ネズミ講）若しくはマルチまがい商法を開設し、又はこれを勧誘す

る行為。 

⑭ 連鎖販売取引（マルチ商法）に関して特定商取引に関する法律（昭和 51年法律第

57号）に違反する行為。 

⑮ ウィルス等の有害なコンピュータープログラム等を送信し、又は掲載する行為。 

⑯ 犯罪行為又はそれを誘発若しくは扇動する行為。 

⑰ 売春、暴力、残虐等、公序良俗に違反し、又は他人に不利益を与える行為。 

⑱ 電子メールの送受信上の支障を生じさせるおそれのある電子メールを送信する行

為。 

⑲ 当社若しくは他社の設備の利用若しくは運営、又は他の契約者の平均的な利用の

範囲に支障を与える行為又は与えるおそれがある行為。 

⑳ 前各号に該当するおそれがあると当社が判断する行為。 

㉑ その他、本規約の規定に違反すると当社が判断する行為及び当社が不適切と判断す

る行為。 

 

第８条（権利譲渡の禁止） 

本サービス利用者は、当社の書面による事前の承諾なくして本サービス利用者として



有する権利及び義務の全部又は一部を第三者に譲渡又は担保に供する等一切の処分をし

てはならないものとします。 

 

第９条（損害賠償） 

 本サービス利用者が本規約の各条項のいずれかに違反したことにより、当社又は第三

者に損害を与えた場合には、当社又は第三者が被った損害（逸失利益、訴訟費用及び弁護

士費用等を含むがこれに限定されないものとします。）等を全額賠償する責任を負うもの

とします。 

 

第１０条（通知） 

１．当社から本サービス利用者への通知は、書面の送付、電子メールの送信、ファックスの

送信、Webサイトへの掲載又はその他当社が適切と判断する方法により行うものとしま

す。 

２．前項の通知が書面の送付による場合、当該書面が送付された日の翌々日（但し、その間

に法定休日がある場合は法定休日を加算した日）に本サービス利用者に到達したもの

とみなすものとし、電子メールの送信又はファックスの送信による場合は、当該電子メ

ール若しくは当該ファックスが送信された時点で本サービス利用者に到達したものと

みなすものとします。また、前項の通知が Webサイトへの掲載による場合、Webサイト

に掲載された時点で本サービス利用者に到達したものとみなすものとします。 

３．本サービス利用者が第 1 項の通知を確認しなかったことにより不利益を被ったとして

も、当社は一切責任を負わないものとします。 

 

第１１条（利用目的） 

当社は、本サービス利用者に関する情報を、当社のプライバシーポリシーまたは追加約

款にて定めるほか、以下の各号に該当する場合において利用するものとします。 

① 本サービスを提供する場合（利用料金等に関する請求・受付審査等を行う場合を

含みます）。 

② 本規約又は本サービスの変更に関する案内をする場合。 

③ 本サービスに関し緊急連絡を要する場合。 

④ 当社、当社の親会社及び当該親会社の子会社（以下、総称して「当社等」といい

ます。）が取扱う各種商材に関する案内をする場合。 

⑤ 当社等が、キャンペーン・アンケートを実施する場合。 

⑥ マーケティングデータの調査、分析、新たなサービス開発を行う場合。 

⑦ 当社等及び業務提携企業に提供する統計資料の作成を行う場合。 

⑧ 法令の規定に基づく場合。 

⑨ 本サービス利用者から事前の同意を得た場合。 

 

第１２条（免責等） 

１．当社は、内乱、火災、洪水、地震、その他の自然災害又は政府の規制等、当社の支配す

ることのできない事由により、本規約の履行の遅滞又は不履行が生じた場合であって

も一切責任を負わないものとします。 

２．当社は、本サービスの正確性、有用性、完全性、その他利用者による本サービスの利用

について一切の保証を行わず、本サービスの利用に基づき本サービス利用者が損害を

被った場合でも、当該損害を賠償する責任を負わないものとします。 

３．通信回線や移動体通信機器等の障害等による本サービスの中断・遅滞・中止により生じ

た損害、その他本サービスに関して本サービス利用者に生じた損害について、当社は一



切責任を負わないものとします。 

４．本サービス利用者が本規約等に違反したことによって生じた損害については、当社は一

切責任を負いません。 

５．当社は、当社の責に帰する事由により本サービス利用者に生じた損害について、当該損

害発生時までに当社が本サービス利用者より受領した本料金の合計額を上限として、

本サービス利用者に対して当該損害の賠償を行うものとします。 

 

第１３条（報告義務） 

１．本サービス利用者が、氏名、商号、代表者、住所、連絡先、又はクレジットカードの番

号・有効期間等の支払方法に関する情報等を変更する場合、当社に対して速やかに連絡

を行うものとします。 

２．本サービス利用者が、前項に記載する変更後の氏名、商号、代表者、住所又は連絡先等

の契約者情報の通知を怠った場合は、当社が本サービス利用者の変更前の氏名、商号、

代表者、住所又は連絡先等の契約者情報に発送した書面等は、全て本サービス利用者に

対して発送した時点において到着したものとします 

３．本サービス利用者が、前項に基づく連絡を怠った場合、連絡の不履行に基づき生じた損

害については、当社は一切責任を負いません。 

 

第１４条（第三者への委託） 

当社は、本サービスに関する業務の一部又は全部を、本サービス利用者の事前の承諾、

又は本サービス利用者への通知を行うことなく、任意の第三者に委託できるものとしま

す。 

 

第１５条（秘密保持） 

本サービス利用者は、本サービスの利用に関連して知り得た当社の業務上、技術上、販

売上の秘密情報を第三者に一切開示、漏洩しないものとします。 

 

第１６条（本サービスの提供の停止及び利用契約の解除）  

１．当社は、本サービス利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、何らの通知、催

告を要せず直ちに、本サービスの提供の一部又は全部を停止し、もしくは利用契約を解

除することができるものとします。 

① 本サービス利用者が、本サービスに関する本料金の支払を一度でも怠ったとき。 

② 本サービス利用者が、第 7条に定める行為を行ったとき。 

③ 本サービス利用者が仮差押、差押等の処分を受けたとき、もしくはそれらのおそれ

があるとき。 

④ 本サービス利用者が、民事再生手続、破産、会社更生等の申立てを行い又は第三者

により申立てられたとき、もしくはそれらのおそれがあるとき。 

⑤ 解散決議をしたとき又は死亡したとき。 

⑥ 支払停止、若しくは支払不能に陥ったとき、又は手形・小切手の不渡りにより金融

機関から取引停止の処分を受けたとき。 

⑦ 被後見人、被保佐人又は被補助人の宣告を受けたとき。 

⑧ 資産、信用、支払能力等に重大な変更を生じたと当社が認めたとき。 

⑨ 法人格、役員又は幹部社員が民事訴訟又は刑事訴訟の対象（捜査報道がされた場合

を含む）となり、当社に不利益を与えたとき、又は、その恐れがあるとき。 

⑩ 反社会的勢力の構成員もしくは関係者であることが判明したとき。 

⑪ 本サービス利用者が法令に反する行為を行ったとき、過去に同様の行為を行って



いたことが判明したとき、もしくはそれらのおそれがあるとき。 

⑫ 本サービス利用者の責めに帰すべき事由により、当社の本サービスの提供に支障

を及ぼし又は及ぼすおそれのある行為をしたとき。 

⑬ 本サービス利用者が第 13条に違反したとき。 

⑭ 当社から本サービス利用者に対する連絡が不通となったとき。 

⑮ 本サービス利用者が申込にあたって虚偽の事項を記載したことが判明したとき、

もしくはそのおそれがあるとき。 

⑯ その他、当社が本サービス利用者に対して本サービスを提供することが不適当と

判断したとき。 

⑰ 前各号に掲げる事項の他、本サービス利用者の責めに帰すべき事由により、当社の

業務の遂行に支障をきたし、またはきたすおそれが生じたとき。 

⑱ 本規約の規定に違反すると当社が判断したとき又はその他当社が本サービス利用

者に対して本サービスを提供することが不相当と当社が判断したとき。 

２．当社は、前項に基づき本サービスの一部又は全部の提供を停止したこと、もしくは、利

用契約を解除したことにより本サービス利用者に損害が生じた場合でも一切責任を負

わないものとします。 

 

第１７条 （サービスの廃止） 

１．当社は、当社の判断により、本サービスの全部又は一部を廃止することがあります。 

２．当社は、前項の規定により本サービスの全部又は一部を廃止するときは、本サービス利

用者に対し、廃止する日の 1ヶ月前までに、その旨を通知します。 

３．当社は、本サービスの一部又は全部が廃止したことにより本サービス利用者に損害が生

じた場合でも一切責任を負わないものとします。 

 

第１８条（解約） 

本サービス利用者が、本サービスの解約を行う場合、本サービス利用者は当社に対して、

当社が指定する方法にて解約の申請を行うものとします。尚、解約日は、当月の末日まで

に本サービスの解約手続きが完了した場合は、当該手続きが完了した日の属する月の末

日となります。 

 

第１９条（利用開始日） 

当社にて、本サービス利用者が、本サービスに関する支払方法の登録が完了し、当社が

本サービス利用者に対して、当該完了に関する通知書を発送した日又は別途当社が指定

する日より、本サービス利用者は、本サービスの利用が可能となります。 

 

第２０条（期限の利益の喪失） 

本サービス利用者が、第 16条第 1項の各号のいずれかに該当した場合、期限の利益を

喪失し、当社に対する債務を直ちに支払わなければならないものとします。 

 

第２１条（分離可能性） 

本規約のいずれかの規定またはその一部が、消費者契約法その他の法令等により無効

と判断された場合であっても、その余の部分については、引き続き完全な効力を有するも

のとします。 

 

第２２条（準拠法・合意管轄） 

本規約の準拠法は日本法とします。本規約又は本サービスに関連して訴訟が生じた場

合は、訴額に応じて、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判



所とします。 

 

第２３条（適用関係及び信義誠実の原則） 

本規約に定めのない事項については追加約款の定めに従うものとし、本規約の各条項

の解釈に疑義が生じた場合は、本サービス利用者と当社が誠意をもって協議し解決を図

るものとします。なお、本規約の内容と追加約款の内容が矛盾・抵触する場合は本規約の

内容を優先するものとします。 

 

第２４条（法令等の遵守） 

 本サービス利用者は、本サービスの利用にあたり、関連法令及び本規約（追加約款を含

みます。）を遵守するものとします。 

以上 

2023年 11月 15日 制定 

 

  



別紙 1 

本別紙は、当社が本サービス利用者に提供する「キングソフトパスワードマネージャー」に

適用します。 

 

１．本サービスの詳細 

①本サービス利用者のスマートフォン、タブレット等の当社が指定する端末において、専用

のアプリケーションを利用して web サイトやアプリなどの ID・パスワードを登録するこ

とで、ID・パスワードを入力することなくログインすることができ、パスワード管理を簡

単・安全に行えるソフトウェアを提供するサービスです。なお、対象端末の OS により、

本サービスの内容が異なります。 

②本サービスをご利用の際には、ソフトウェアのダウンロードおよびソフトウェアのイン

ストールが必要です。ソフトウェアのダウンロードについては、本サービスのホームペー

ジなどを必ずご確認ください。 

③本サービスの利用可能な端末は 3台を上限とします。 

④本サービスは予告なく内容を変更することがあります。 

⑤本サービスのご利用およびそれに関連して生じた本サービス利用者または第三者の損害

に対して、当社はいかなる責任も負わず、また一切の補償・賠償も行いません。 

⑥本サービス利用者に生じた一切の不具合等に関しましては、当社は一切の責任を負いま

せん。 

⑦本サービス利用者が本サービスを利用する場合、別紙 2 のキングソフト株式会社が定め

る「KINGSOFT Password Manager 利用契約」が追加約款として適用されます。なお、これ

らの約款におけるお客様とは本サービス利用者のことをいいます。 

 

 

２．本料金（月額、税込） 

385円/ライセンス 

 

 

  



別紙 2 

KINGSOFT Password Manager 利用契約 

 

キングソフト株式会社（以下、「当社」という）は、KINGSOFT Password Manager 利用契約

（以下「本契約」という）に基づいて、お客様と使用許諾契約を締結したものとみなし、お

客様に対し、KINGSOFT 製品（以下、「本ソフトウェア製品」といい、プログラム、データ、

マニュアルおよび本ソフトウェア製品に含まれる全ての付属品及び、特段の記載がない限

り、当社が権利者の許諾のもとに提供する第三者の著作物も含みます）の本契約に定める範

囲での使用を許諾いたします。 

 

第１条（知的財産権） 

当社は、本ソフトウェア製品の全ての著作権及びその他の知的財産権を所有します。また当

社が権利者の許諾のもとに提供する第三者の著作物に関しては、当該権利者が当該著作物

の著作権を所有します。 

 

第２条（使用許諾の範囲） 

お客様は本ソフトウェア製品を、当社から許諾された台数の端末上で、お客様ご自身が通常

の用途に従って使用する目的で使用する場合にのみ使用することができます。お客様が許

諾される使用権は、非独占的なものであり、かつ譲渡不能、再許諾不能、担保提供不能のも

のです。 

 

第３条（複製、改変等の制限・禁止） 

１．お客様は、ご自身のために必要なバックアップ目的でのみ、本ソフトウェア製品を複製

することができます。それ以外の目的で、本ソフトウェア製品の全部又は一部を複製す

ることはできません。 

２．お客様は、当社が、本ソフトウェア製品の性能を向上させるために、事前の告知なく必

要な修正を行うことを予め承諾します。 

３．お客様は、本ソフトウェア製品を加工および改変することはできません。また、本ソフ

トウェア製品のプログラム又は機能の一部を複製または抽出して、本ソフトウェア製品

から独立して使用したり、本ソフトウェア製品以外の製品又はサービスと組み合わせて

使用したりすることを禁じます。 

４．お客様は、本ソフトウェア製品をリバースエンジニアリング、逆コンパイル又は逆アセ

ンブルをすることはできません。また本ソフトウェア製品の派生ソフトウェアを作成す

ることはできず、本ソフトウェア製品に関するドキュメントを修正、翻訳することはで

きません。 

 



第４条（アフターサービス） 

１．本ソフトウェア製品のお客さまへのユーザーサポートは、電子メールおよび電話にて行

います。ただし、本ソフトウェア製品を本契約に違反した態様で使用している場合、ま

たは、ユーザー間の売買（オークション等を含む）等の当社又は当社が販売を認めた第

三者以外の者から本ソフトウェア製品を入手した場合には、サポート対象外となります。 

２．ユーザーサポート期間は、お客様に本ソフトウェア製品をご使用いただいている期間中

となります。なお、お客様へのユーザーサポート中に発見された、修正・改善に関する

技術情報は、他のお客さまへのサポートに利用することがあります。 

 

第５条（第三者の使用） 

お客様は、当社の書面による同意を得なければ、本ソフトウェア製品およびその複製物を、

販売、頒布、貸与、移転その他の方法で、第三者に使用させることはできません。 

 

第６条（免責） 

１．当社は、本ソフトウェア製品が正常に作動すること並びにその他の動作及び機能、並び

に本ソフトウェア製品に契約不適合（いわゆるバグ、構造上の問題等を含みます。）が存

していた場合にこれが修正されることのいずれについても何ら保証責任は負わないも

のとします。 

２．お客様が本ソフトウェア製品を使用された結果、お客様または第三者の保有する端末に

何らかの影響その他損害が生じた場合であっても、当社は、一切免責されるものとしま

す。仮に当社がお客様に責任を負う場合であっても、当社の損害賠償額は、いかなる場

合にも、本ソフトウェア製品のご購入額を超えることはありません。ただし、当社に故

意又は過失が存する場合は、この限りではありません。 

３．本ソフトウェア製品のインストール前後を問わず、大切なファイルは、お客様ご自身で

バックアップをとられることをお勧めいたします。当社は、本ソフトウェア製品のイン

ストール後に当該ファイルが滅失、毀損、または消失した場合であっても、一切免責さ

れるものとします。 

 

第７条（使用許諾期間） 

当社は、お客様が本ソフトウェア製品をインストールしたときから、本ソフトウェア製品の

使用をお客様に許諾するものとします。また、お客様に対する使用許諾は、当社がお客様に

対して事前に通知した使用許諾の終了日が経過したことにより、または、お客様が本契約に

違反したことにより、自動的に終了します。 

 

第８条（交換について） 

本ソフトウェア製品ご購入後のお客様のご都合による返品および払い戻しは、一切できま



せん。 

 

第９条（本契約の変更） 

１．当社は、以下の場合に、当社の裁量により本契約を変更することができます。 

(1)本契約の変更が、お客様の一般の利益に適合するとき。 

(2)本契約の変更が、契約をした目的に反せず、かつ変更の必要性、変更後の内容の相当性、

変更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき。 

２．当社は前項の本契約の変更にあたり、変更後の本契約の効力発生日の 1ヶ月前までに、

本契約を変更する旨及び変更後の本契約の内容とその効力発生日を当社ウェブサイト

（URL：https://www.kingsoft.jp/kpm/eula/）に掲示し通知します。 

３．変更後の本契約の効力発生日以降にお客様が本ソフトウェア製品を利用したときは、お

客様は、本契約の変更に同意したものとみなします。 

 

第１０条（本契約の解除及び終了） 

１．お客様が本契約の各条項に違反した場合は、当社は何らの催告なしに本契約を即時解除

することができます。 

２．本契約の解除終了に伴って本ソフトウェア製品の全部又は一部が利用不可能となるこ

とによって、お客様又は第三者が被った被害又は損害について、当社は一切責任を負い

ません。 

 

第１１条（アンインストール時の残存ファイルについて） 

本ソフトウェア製品は、お客様が本ソフトウェア製品をアンインストール（削除）された後

も、インストールが行われた日時の記録を目的として、若干の残存ファイルをお客様の端末

内に残します。ただし、これらは端末の動作に影響を及ぼすものではありません。 

 

第１２条（お客様に関する情報等） 

当社は、より良いサービスを提供するために、以下の情報を取得及び利用します。お客様は

本ソフトウェア製品を利用するためには、以下の情報の取得に合意しなければなりません。 

(1) デバイス ID 

(2) デバイスの指紋認証情報（対応デバイスに限る） 

(3) デバイスの顔認証情報（対応デバイスに限る） 

 

第１３条 (個人情報の保護) 

利用組織および利用者は、別途定める本サービスのプライバシーポリシー、および当社の個

人情報保護方針（https://www.kingsoft.jp/protection/）に同意したものとします。当社

は、利用組織および利用者が当社に提供した情報、データ等を、個人が特定できない形での



統計的な情報として、当社の合理的な裁量により、利用および公開することができるものと

し、利用組織および利用者はこれに異議を唱えないものとします。 

 

第１４条（準拠法及び合意管轄） 

本契約は日本法に準拠するものとし、本契約に関する紛争は東京地方裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とします。 

 

以上 

2020年 8月 26日改定 


